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１．研究所活動の目的

【研究の目的】

これまでのわが国のスポーツ政策は、学校や企業中

心の、ともすればトップダウン方式で一流選手を育成

すれば、おのずとスポーツ人口が増えるであろうとい

う考え方のもと、生涯スポーツより、競技スポーツに

比重が置かれてきた。しかし、スポーツがもつ本来の

役割は、地域住民の世代を超えた交流促進や住民の健

康増進、地域間交流や国際交流、さらには地域産業振

興など多岐に及ぶ。そこで本研究所では、「企業・学

校・競争型」から「地域・クラブ・共生型」スポーツ

政策への転換をコンセプトに、地域の自主的・主体的

取組みを基本としたボトムアップ型のスポーツ政策の

在り方について、理論と実践の両面からアプローチす

ることを目的とする。
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３．平成２２・２３年度の研究活動

【研究活動１】

研究代表者は、平成２２年９月２２日から平成２３年２月

３日までの約半年間、ケルン体育大学の２０１０年度特別

研究プロジェクト「国際社会における文化的輸出とし

てのドイツのスポーツシステム」の客員教授に招聘さ

れ、フォルカー・リットナー教授やクリストフ・ブロ

イアー教授等と共同研究を行ってきた。その期間に、

本研究のベースとなる報告書を翻訳した（クリストフ

・ブロイアー編、黒須充監訳「ドイツに学ぶスポーツ

クラブの発展と社会公益性」創文企画，平成２２年１０

月）。

【研究活動２】

岩手県、宮城県、福島県の震災後の地域スポーツ活

動の現状について調査を行った。

�岩手県
岩手県にある４５の地域スポーツクラブを調査した結

果、沿岸部にある５クラブの内、３クラブが活動休止

中であった。大�町にある「吉里吉里スポーツクラ
ブ」は活動場所が被災、指導者も町外へ転居した人も

多く、再開は難しい。宮古市にある「シーアリーナス

ポーツクラブ」は、市内の１／３が津波により浸水、

施設が使用できないため、活動休止中である。釜石市

にある「唐丹地区すぽこんクラブ」は、活動地区が被

災しており、活動再開の目途が立っていない。内陸部

は、３月・４月は体育館が避難所になっていたこと

や、節電のため夜間の活動を自粛する動きがあったた

め、震災前のような活動をすることはできなかった

が、５月頃からは活動を始めているクラブが少しずつ
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増えてきた。ただし、３月、４月はちょうど更新時期

になっていたため、新規加入者や更新者が減り、活動

そのものが縮小しているクラブも少なくない。

�宮城県
宮城県にある３２の地域スポーツクラブを調査した結

果、沿岸部は活動場所そのものが流されたことや生活

も元に戻っていないため、多賀城市にある「NPO法

人多賀城市民スポーツクラブ」、気仙沼市にある

「NPO法人なんでもエンジョイ面瀬クラブ《NEO》」、

女川町にある「女川町スポーツクラブネット」は活動

を休止している。内陸部のクラブも震災により、体育

施設が損壊したところが多く、５月上旬まではほとん

どのクラブが活動を休止していた。仙台市泉区にある

「NPO法人泉パークタウンSPO&COMクラブ」、七ヶ

浜町にある「NPO法人アクアゆめクラブ」、松島町に

ある「NPO法人マリソル松島スポーツクラブ」、仙台

市泉区にある「南光台東エンジョイ倶楽部」、利府町

にある「りふスポーツクラブ」、登米市迫にある「文

化・スポーツクラブはさま」、登米市東和町にある

「東和スポーツクラブあばせ」、石巻市にある「いし

のまき総合スポーツクラブ」は一部活動を再開、大崎

市田尻にある「たじりスポーツコミュニケーションク

ラブスポ楽（ら）」、美里町小牛田にある「中埣（なか

ぞね）NETクラブ」、仙台市泉区にある「向陽台総合

型地域スポーツ・文化クラブ」、角田市にある「スポ

ーツコミュニケーションかくだ」が活動を再開した。

�福島県
福島県にある８５の地域スポーツクラブを調査した結

果、「NPO法人双葉ふれあいクラブ」や「NPO法人お

おくまスポーツクラブ」など１２のクラブが原発から２０

�または３０�圏内に入っていることから集団避難を余
儀なくされ、地元に戻ることすら目途がたっていな

い。また、いわき市にある「NPO法人勿来スポーツ

クラブ」、「泉クラブ」、「いわき中央スポーツ・あいク

ラブ」も震災による影響で現在、活動を休止してい

る。中通り、会津地方のクラブも体育館が避難所に

なっていることや、放射能の影響から屋外での活動を

自粛する市町村が多く、震災前と同じように活動を行

うことができるクラブはまだまだ少ないのが現状であ

る。

【研究活動３】

財団法人福島県体育協会から、「地域住民の運動行

動に関する調査研究」を受託した。

�目的
高齢者対象運動教室（Aタイプ，Bタイプ）に参加

した者に対して運動行動に関するアンケートを実施

し、運動に対してどのような考え方を持っているのか

を把握し，継続的な運動支援のあり方を探る。

�方法
運動行動に関するアンケートの実施等

�回収結果
男性１０４人、女性２２０人（計３２４人）から回答が得ら

れた。内訳は、運動教室継続参加者１９０人（男性６６人、

女性１２４人）教室非参加者１３４人（男性３８人、女性９６

人）。平均年齢は７６．５歳。

�得られた成果
定期的な身体活動が冠動脈性疾患、高血圧、肥満な

どの予防に有効であることが多くの研究で明らかに

なっている。また、運動による体力向上は、活動的な

生活を可能にし、それによって人間らしい豊かな生活

を送ることができるようになると言われている。この

ように運動は健康増進を促すきわめて強力なツールで

あることから、中高年者を対象としたメタボリックシ

ンドローム予防や高齢者の寝たきり予防・自立支援の

ために全国各地で運動教室が実施されている。

しかし、この運動教室スタイルでの健康増進施策に

は２つの大きな問題点がある。１つは運動教室参加者

を公募した場合、運動愛好家ばかりが集まり、真に運

動習慣を身につけさせたい人が集まらないという問題

と、２つ目は運動教室開催時は運動するが、教室終了

後はやめてしまう人が大多数を占めるという問題であ

る。この２つの問題を解決しない限り、地域住民の運

動参加者の増加やそこから派生する様々な運動による

効果（健康増進、個人の豊かな生活、地域社会での活

力養成など）がもたらされることはない。

そこで本研究では、上記の２つの問題点に取り組み

ながら地域住民の運動行動を調査し、行動変容理論を

基礎として運動習慣を獲得できた人とそうでない人と

の違いを明らかにして、地域のスポーツ活動の促進を

図るための支援を効率的に行う仕組みを構築すること

を目的にアンケート、運動セルフ・エフィカシー、運

動に対する意思決定バランス等の調査を行った。その

結果、運動習慣を獲得した人とそうでない人の違いを

明らかにすることができた。

１０６ プロジェクト研究所
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